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○　管理職員特別勤務手当の支給事務手続き等について
　（平成3年12月27日　3教総第152号　総務課長）
　管理職員特別勤務手当の命令（実績・手当整理）簿の記載方法及び電算の入力方法については、下記により取り扱ってください。

記

１　管理職員特別勤務命令（実績・手当整理）簿の記載方法

(1)　「月日」欄

運用基準の3の（注）のアに規定する「勤務の始まり」の属する月日を記入すること。
(2)　「勤務の内容」欄

業務内容を具体的に記入すること。また、会議又は諸行事等への出席の場合は、その会議又は行事名等を併せて記入すること。

(3)　「週休日」の振替又は半日勤務時間の変更が出来なかった理由」欄

振替又は変更ができない事情を具体的に記入すること。

(4)　「勤務の開始時刻及び終了時刻」欄

週休日等における勤務開始時刻と勤務終了時刻を記入すること。

なお、週休日等以外の日から週休日等に引き続く勤務の場合は開始時刻を0時0分とし、週休日等から週休日等以外の日に引き続く勤務の場合は終了時刻を24時0分と記入すること。
(5)　「休憩等の時間」欄
(4)の時間内において、休憩時間等勤務しなかった時間を記入すること。

(6)　「勤務した時間数」欄

(4)の時間数から(5)の時間数を差し引いた実労働時間を記入すること。

(7)　「手当額」欄

その管理職員に適用される支給区分に応じた額を記入すること。

なお、1回の勤務した時間数が6時間を超える場合は、その額に100分の150を乗じて得た額を記入すること。

(8)　「月分計」欄

一給与期間の手当額ごとの勤務回数及び合計支給額を記入すること。
２　電算出・入力事務手続き等

管理職員特別勤務手当の実績を入力する場合については、別紙「例月実績通知書3（日額特勤手当等関係）」を作成し、他の実績に伴う手当の入力方法に準じて行うこと。

３　その他

(1)　管理職員特別勤務手当の支給対象の勤務に該当すると思われる業務が生じた場合は、事前に次の区分に従い、従事月日、勤務の内容等該当の有無が判断できる内容を記載の上、文書により連絡すること。
	支給対象職員
	連絡先

	給与条例適用職員
	職員課

	市町村立学校給与条例適用職員
	教育事務所


(2)　管理職員特別勤務命令（実績・手当整理）簿の保存期間は、5年とする。
○職員の給与改定等について（抜粋）
（平成10年3月31日10教総第185号教育長）
別紙１

１　（略）

２　管理職員特別勤務手当関係

(1)　支給対象業務

これまで、この手当の支給対象業務は、極めて限定的に取り扱ってきたが、実態調査の結果、次に掲げる様な業務については、一定の配慮をする必要があると認められたことから、支給対象業務を弾力的に解釈することとしたこと。

ア　「臨時又は緊急の必要」による勤務

(ｱ)　非常災害時における児童若しくは生徒の保護業務

(ｲ)　児童又は生徒の伝染病対応業務

(ｳ)　緊急の防災若しくは復旧の業務

イ　「公務の運営の必要」による勤務

(ｱ)　予算調整業務

(ｲ)　人事異動調整業務

(ｳ)　各種試験監督業務

(ｴ)　議会対応業務

(ｵ)　各種行事参加

○　主催・共催の場合

当該行事の開催事務担当者であって、司会、挨拶、質疑応答、審査、表彰状伝達等の業務を伴う場合に限る。
○　主催・共催以外の場合

司会、質疑応答、審査等の業務を伴う場合に限る。
(2)、(3)　（略）
３～５　（略）
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